
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

130 ○ 管理経費

分野別目標 4 ○ 法定受託事務

政 策 4

施 策 4

取 組 1

新規 主な事務事業

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel）

「３つの磨き」との関連性

○

１　事業概要及び実施内容

２　事業コスト

予算 決算 予算 決算 予算 決算 決算 計画 決算

5,043 4,402 17,401 5,140 12,675 8,285

- - 245.1% -27.2% -100.0%

30,645 19,973 30,645 22,595 22,595 21,260

404 404 0

30,645 19,973 30,645 22,999 22,999 21,260

9 500 389 1,959
5,043 4,393 16,901 4,751 12,675 6,326

4 2.61 4 2.99 2.99 2.82

0.16 0.16 0

３　目標及び実績
平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度目標値 50 100 100 100

実績値 76 113

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 152.0% 113.0%

年度目標値 3

実績値 3

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 100.0%

年度目標値 153044 149080 145148

実績値 162488

全体目標値 165498 全体目標達成度 年度別達成度 94.2%

年度目標値 4000 6400 6800 6800

実績値 27 308

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 0.7% 4.8%

2.82

成
果
指
標

100

86

86.0%

事
業
費
 
千
円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

そ の 他

国庫支出金

0人件費

常勤職員

非常勤職員

平成25年度

計画

県支出金

21,260

56.0%

21,260

197

回 3.3%

6000
集団回収量

19,767

総発生ごみ量（一般廃棄物）（平成２３年度見直し）

一般財源（税等）

市　　債

平成22年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

単位

出前講座回数

0

トン

単位

リリクル通信発刊回数

指標名及び達成状況

単位

事業進捗管理シート

ごみ減量推進事業
事業区分(1)

事業経費

その他

循環型社会の形成

自然環境と都市基盤が調和した快適なまち

その他

款

事業種別

３Ｒの推進

事業区分(2)
自治事務

自然環境・資源循環型社会の形成

清掃費

目 清掃総務費

一般会計

衛生費

会計・
予算区分

会計

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容

３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を推進し、和歌山
市のごみを減量するため、広く市民に理解を深めてもらう。

小計

伸び率（％）

活
動
指
標

単位

事業費 19,767

ごみ減量推進事業事項

一般廃棄物課

6月1日より、資源集団回収奨
励金制度開始。
小学生及び幼児向け出前講座
開催。
広報グッズ（名前シール、缶
バッチ）の作成。
廃棄物減量等推進審議会の設
置。
ごみ処理基本計画の策定。
（廃棄物減量等推進審議会で
審議）

資源集団回収奨励金制度の継
続。
小学生及び幼児向け出前講座
開催。
広報グッズ（名前シール、ク
リアファイル、ハンドタオ
ル）の作成。
ごみ処理基本計画の策定。
（廃棄物減量等推進審議会で
審議）

平成２５年度

一般廃棄物処理基本計画

「市民力を磨く」

メリハリある都市づくりの充実

道路・公共交通網の充実

総合防災体制の充実
その他

市民の健康環境の充実

総合的な子育て環境の充実

その他

美味しい和歌山市イメージの充実

その他

「観光力を磨く」

該当せず

コミュニティーの充実

事業期間 ～ 大事業

項

清掃総務事業

実
施
内
容

平成２３年度 平成２４年度

和田　年晃（435-1352）

事
業
概
要

関連課

和歌山市一般廃棄物処理基本計画において、中長期的なごみの減量化を推進することと
し、削減率３０％を目標とした事業内容を展開する。また、広く市民に理解を深めてもら
うため、集団回収や出前講座等の市民参加型事業を行う。

平成２１年度 平成２２年度

11月1日より資源集団回収制度
開始及び広報誌掲載
小学校などでの出前講座開催
広報グッズ（マグネット
バー、ポスター）の作成
ごみ減量推進キャラクター
「リリクル」の名前決定

「基盤力を磨く」

史跡和歌山城の充実

海を生かした観光シフトの充実

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


